
1

平成１８年１月３１日

国土交通省 航空局 保安企画課長

鈴木 昭久

平成１８年１月３１日

国土交通省 航空局 保安企画課長

鈴木 昭久

第６回 ＣＮＳ／ＡＴＭシンポジウム

航空交通行政の課題と展望航空交通行政の課題と展望



2

増加する航空需要

航空交通の現状と課題

空域・航空路の再編

次世代航空保安システムの導入

航空情報の高度化

目次



3

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 2419

羽田利用者合計
5,905万人（63.0％）

その他 1,375万人
（14.7％）

関空又は伊丹利用者
1,462万人（15.6％）

東京－大阪（伊丹・関空）線利用者
812万人（8.7％）

旅客数合計

9,374万人

需要予測値

10,730万人

需要予測３値

12,700万人

羽田利用者
5,093万人（54.3％）

国内航空旅客数の推移（単位：万人）

Ｓ Ｈ
（ 年度 ）

国内旅客の６割
は羽田便利用者

東京

距離 104
1km

790km

514km

大阪

広島

福岡

航空 94%

JR 6%

61%

39%

34%

66%

航空とJRの旅客シェア（例）

79%

21%

45%55%

16%

84%

平成15年度

平成３年度

平成15年度

平成３年度

平成15年度

平成３年度

※ 航空とJRのシェア ： ①旅客地域流動調査より航空局作成 ②路線距離は、東海道・山陽新幹線の営業キロ（JTB時刻表より）

長距離移動においては、
航空の優位性が強い。

速く、快適に移動できる航空輸送の特性と航空サービスの低廉化により、国内航空旅客は、順調に
増加。近年踊り場傾向が見られるものの、今後も堅調に増加する見込み。

中部又は名古屋利用者 632万
人（6.7％）

1995-2000の需要予測に
対する実績値100%

予測：9200万人
実績：9198万人

各年の１～９月の合計

平成１４年 ７１，４０４，６０９人 （100.0）
平成１５年 ７２，９４８，５００人 （102.2）
平成１６年 ７０，２８４，９９６人 （ 98.4）
平成１７年 ７０，６２３，７８７人 （ 98.9）
＊（ ）は平成１４年を100とした数値
＊平成１７年は速報値

平成１７年の動向

増加する航空需要 国内航空旅客輸送の動向
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ICAOによる世界の航空需要予測(国際・国内計)
(1999-2010の年平均増加率)

欧州 アジア太平洋 北米 全世界

４．５％

７．０％

３．０％
４．５％

3.0%

5.0%

7.0%
(増加率)

世界の航空市場の中でも
アジア市場の成長率は高い

［世界の旅客流動］
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アジアの経済発展・国際観光交流の増大とともに、今後も国際航空旅客需要は増加の見込み

2419
Ｓ Ｈ

（ 年度 ）

地方空港 514万人
（9.9％）

成田国際空港・東京国際空港
3,121万人（60.2％）

需要予測値

6,750万人

需要予測値

8,660万
人

関空開港
（Ｈ6.9）

成田開港
（Ｓ53.5）

国際航空旅客数の推移（単位：万人）

関西国際空港 1,119万人（21.6％）

注） 関西国際空港開港以前は、大阪国際空港における旅客数を示す。

中部国際空港・名古屋空港
432万人（8.3％）

（万人）

アメリカ同時
多発テロ
（Ｈ13.9）

イラク戦争
ＳＡＲＳ

（Ｈ15.3～4）

中部開港
（Ｈ17.2）

平成16年度

旅客数合計

5,186万人

増加する航空需要 我が国の国際航空旅客輸送の動向
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○ 大都市圏拠点空港への投資の重点化を推進。

○ 羽田の容量制約が国内ネットワークのボトルネック。近距離国際路線、国際貨物への対応を図るためにも、

再拡張が急務。

○ 成田、関空は、今後の国際航空需要に向けて、着実な整備が必要。

大都市圏拠点空港の整備 ： Ｈ18年度予算額：3,122億円 （Ｈ17年度予算額：2,356億円）

・ 北伸による平行滑走路の２，５００ｍ化の推進

成 田

・ ２００７年限定供用に向けた二期事業の推進
・利用促進の推進

関 空

羽 田

・２００９年末までの新設滑走路等の供用開始及び国際定期
便の就航を目指し、着実に事業を推進。
（年間発着能力 現在２９．６万回→再拡張後４０．７万回）

・ ２００５年２月１７日に開港し、旅客・貨物とも
利用状況は好調

中 部

滑走路（3,500m)
旅客ﾀｰﾐﾅﾙ
ﾋﾞﾙ

空港連絡
橋

大都市圏の空港容量の確保

国際拠点としての機能強化

Ｎ

東
京
湾

多
摩
川

Ａ滑走路
3,000ｍ

Ｃ滑走路
3,000ｍ

Ｂ滑
走路

2,5
00ｍ

連絡誘導路

第
１
旅
客

タ
ー
ミ
ナ
ル

第
２
旅
客

タ
ー
ミ
ナ
ル

国
際
線
地
区

新設滑
走路

2,500ｍ

滑走路（3,500m)
旅客ﾀｰﾐﾅﾙ
ﾋﾞﾙ

空港連絡
橋

旅客ターミナルビル

Ａ滑走路
(3,500m)

連絡誘導路

空港連絡橋

(4,000m滑走路整備予定）
平成17年９月29日現在

鉄道駅

一期空港島
二期空港島

増加する航空需要 空港整備の動向
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増大する国内・国際の航空需要に対して、管制機関が取扱う機数も増加しており、
空港と同様に上空の混雑も深刻化。

出発の順番を待つ航空機 上空は混雑
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９年

１０年

１１年

１２年

１３年

１４年

１５年

交通流制御実施中、管制機関は、処理

可能な最大交通量を取扱っている。

航空交通流制御実施回数 　　月別比較

（注） 航空交通流制御回数とは、航空管制官の担当空域の交通量が一定値を超える場合、当該空域の交通
量を一時的に抑えた回数であり、航空交通の混雑度を表す指標の１つと考えられる。

年間を通じて
慢性的に混雑

航空交通の現状と課題 航空交通量の増大
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管制取扱延べ機数
436万機

管制官定員 1,820人(H15年度)

運航情報官定員 ８８１人(H15年度)

管制技術官定員 １６２２人(H15年度)

230万機

1,474人

761人

1520人

取り扱い機数は昭和６０年度から
平成１６年度の間にほぼ２倍の増大

※取扱機数は暦年、管制官定員は年度
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今後も増大する航空交通に対し、混雑空港の容量拡大を図るとともに、航空管制の
高度化により、安全を確保しつつ空域・航空路の容量拡大・活用を図ることが必要。

安全の確保 容量の拡大←航空管制の充実 →

次世代航空保安システムの導入

衛星を活用した通信、航法、監視機能の強化により、
安全性を確保しつつ、洋上空域における管制間隔を短縮

羽田の再拡張等による航空交通量の増大等に対応
するため、柔軟な空域運用・円滑な交通流を形成

洋上管制間隔

縦間隔

横間隔

導入前 導入後

８０海里
又は １２０海里

５０海里

３０海里

３０海里

短縮

短縮

【現行システム】

ＨＦ通信（音声）

【衛星導入後】

ＭＴＳＡＴ
（運輸多目的衛星）

ＧＰＳ

○ 航空交通管理（ATM）センターの整備

○ 広域航法（RNAV）の導入・展開

○ 空港整備に合わせた段階的な航空路の再編
・ 中部開港に合わせたRNAV経路の変更・追加
・ 平成１９年度末目途に一定高度以上をRNAV専用
空域として全国の航空路を抜本的に再編
・ 羽田再拡張に対応した関東空域の経路変更

○ 国内空域における短縮垂直間隔（RVSM）の導入

○ 米軍、自衛隊の使用状況を勘案した民間航空
に必要な空域の確保（横田・百里空域等）

空域・航空路の再編

航空管制の高度化航空交通の現状と課題
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適切な空域を設定し、空域の容量に応じて交通流量をコントロールした上で、
個別機に対する管制サービスを提供。

航空交通管理
ATM(Air Traffic Management)

航空交通サービス
ATS(Air Traffic Services)

交通流管理
ATFM(Air Traffic Flow Management)

空域管理
ASM(Air Space Management)

空域(空を管理するため、管制の有無や管制責任者等
に基づいて仕切られた空間)や航空路(計器飛行を行う
ために予め決められた飛行経路)の設定や変更、利用
調整を行う。

空域や空港の交通流を監視・予測し、空域容量と交通
需要のバランスに応じて経路の調整や出発の制限等を
行う。

個別機に対する管制サービス(航空機の安全を保つた
めの間隔の指示や運航に必要な情報提供等)を行う。

連
携

連
携

事前／リ
アルタイ
ムに対応

リアルタイム
に対応

平成１８年２月

本格運用開始予定

航空交通管理（ＡＴＭ）センターの整備空域・航空路の再編
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交通量の調整

空域の柔軟な利用
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管制空域の可変的運用
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Ｌ

K2

K 3

K1

Ｅ３

Ｅ ２

Ｅ１

Ｄ
Ｂ
３

Ｂ２

Ｒ 131

R121

R 5
32

Ｒ 144

Ｒ 116

Ｇ ４

A

R127

R521

R130

超音速飛行空域

NO 1

NO2

NO 3

J

R114

NO 4
R101

N O5

NO6

U

R1
34

N1 Q

R533
R109

R108

R9 1

R92

R105

P1

R104

NO9

W17 9

W1 7 3 A

W1 7 3

W1 8 1

W1 8 5

W 1 8 4

W 1 8 3

W1 7 2

W1 7 4

W1 7 4 A

W1 7 6

W1 7 8 A

W1 7 8

W1 8 2

S1

P6

P3

P2

P1

P4

P5

N21 N2 2

N2 3N24

S2

気象庁担当官

ＡＴＭセンターＡＴＭセンター

国際交通流の調整

ＭＴＳＡＴ
（運輸多目的衛星）

ＧＰＳ

新技術による洋上管制

詳細な
情報提供

航空交通状況の監視

＊何れも検討・調整中

航空交通管理センターの業務イメージ空域・航空路の再編
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●ＲＮＡＶ（Area Navigation：広域航法）運航方式は、従来の“地上航法施設からの電波を受信し、電波発信源に向け
て飛行”する方式とは異なり、“ＧＰＳを含めた電波を利用して自機位置を測位し、地上の施設配置にとらわれることな
く飛行コース等を設定して飛行”することができる方式。飛行ルート設定時の物理的制約が大幅に緩和される。

電算処理
技術

技術革新

【従来の航法】

VOR/DME等地上施設からの電波を受信し、電波
発信源に向けて飛行。

運航は、航法機器・地上施設に依存
［航法支援施設＝特定］

VOR/DME、GPS等からの信号をもとに自機位置を測
位し、計算処理して飛行コース等を柔軟に設定可能。

【ＲＮＡＶ（広域航法）】

VOR/DME、ＧＰＳ等

運航は、航法の性能（精度）に依存
［航法支援施設＝不特定］

受動的な飛行

VOR/DME
測位・計算

自律的な飛行

ＲＮＡＶ（広域航法）による飛行原理

VOR/DME衛星測位
技術

電算処理
技術

技術革新

【従来の航法】

VOR/DME等地上施設からの電波を受信し、電波
発信源に向けて飛行。

運航は、航法機器・地上施設に依存
［航法支援施設＝特定］

VOR/DME、GPS等からの信号をもとに自機位置を測
位し、計算処理して飛行コース等を柔軟に設定可能。

【ＲＮＡＶ（広域航法）】

VOR/DME、ＧＰＳ等

運航は、航法の性能（精度）に依存
［航法支援施設＝不特定］

受動的な飛行

VOR/DME
測位・計算

自律的な飛行

ＲＮＡＶ（広域航法）による飛行原理

VOR/DME衛星測位
技術

併
設

VOR/DME

VOR/DME

集中

集中 VOR/DME

29,000フィート以上：RNAV経路

29,000フィート未満：VOR経路

VOR経路とRNAV経路の併設による
交通集中の顕在化

⇒ 管制業務が複雑化

交通量が増加するにつれ・・・

複
線
化

一方通行
RNAV経路で

RNAV経路とVOR経路を一定高度で運用的に分離し空域を再編

⇒ 安全性及び効率性の改善

・より直線的な飛行ルート
・一方通行化
・複線化 等

VOR/DME経路

ＲＮＡＶ経路

運
用
的
に
分
離

【 現状 】 【 スカイハイウェイ計画（H19年度末～） 】

現行ＲＮＡＶ経路と
ＶＯＲ／ＤＭＥ経路の比較

羽田空港

新千歳空港

羽田行VOR経路

羽田行RNAV経路

新千歳行VOR経路

新千歳行RNAV経路

宮古 VOR/DME

仙台 VOR/DME

那須 VOR/DME

山形 VOR/DME

東北 VOR/DME

457ＮＭ

446.6ＮＭ

445ＮＭ

443.5ＮＭ

11.9ＮＭ

10.4ＮＭ

1.5ＮＭ

経路差
（短縮経路）

例）羽田
＝新千歳

現行ＲＮＡＶ経路と
ＶＯＲ／ＤＭＥ経路の比較

羽田空港

新千歳空港

羽田行VOR経路

羽田行RNAV経路

新千歳行VOR経路

新千歳行RNAV経路

宮古 VOR/DME

仙台 VOR/DME

那須 VOR/DME

山形 VOR/DME

東北 VOR/DME

457ＮＭ

446.6ＮＭ

445ＮＭ

443.5ＮＭ

11.9ＮＭ

10.4ＮＭ

1.5ＮＭ

経路差
（短縮経路）

例）羽田
＝新千歳

VOR/DME経路とRNAV経路RNAV（広域航法）による飛行原理

ＲＮＡＶ（広域航法）の本格的導入空域・航空路の再編
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ＲＮＡＶ連絡協議会によるRNAVロードマップ検討 （平成１６年８月－平成１７年３月）
・航空局、航空会社、航空関係法人、研究機関
・我が国の現行RNAV運航の見直し
・我が国におけるRNAVの中・長期的な導入・展開計画の検討
・わが国における「ＲＮＡＶ展開計画（ロードマップ）」を提言

ＲＮＡＶ／ＡＴＭ推進協議会の設置（平成１７年７月－平成１９年３月（予定））

・航空局、航空会社、航空関係法人、研究機関等

・ＲＮＡＶ連絡協議会より提言された「ＲＮＡＶロードマップ」に基づき、
ＲＮＡＶ具体化を推進

・航空関係者間で、情報共有、共通認識化、意見交換

ＲＮＡＶ整備チームの設置（平成１７年１０月－平成１８年９月（予定））

・技術部、管制保安部、航空会社

・ＲＮＡＶ整備に向けた集中作業

ＲＮＡＶ整備の推進空域・航空路の再編
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空港
（特に混雑空港）

A地点

B地点

【 4D-RNAV 】
各航空機が各地点を
指定された時刻に通過

A地点を○時□分△秒に通過

空港
（特に混雑空港）

A地点

B地点

【 4D-RNAV 】
各航空機が各地点を
指定された時刻に通過

A地点を○時□分△秒に通過A地点を○時□分△秒に通過

ＲＮＡＶロードマップ概要

【期間の設定と目標】

（１） 短期（H17～H19年度） ： 航空機の運航効率向上を主目的とするRNAVルートを導入・展開
（２） 中期（H20～H24年度） ： 羽田再拡張、関空２期事業等に対応し、空域容量を増大

（３） 長期（H25～H30年度以降） ： わが国が目指すべき将来のRNAV運航の方向性を提示

【ＲＮＡＶの導入便益】
（１） 現行のＲＮＡＶ（航法精度*の規定等なし） ・・・ 飛行ルート設定時における物理的制約が緩和

①ルート短縮、②複線化／複々線化（一部）、③就航率向上

（２） 新しいＲＮＡＶ（航法精度*の規定等あり） ・・・ ルート上を正確に飛行
④上記①②の効果拡大、⑤騒音の軽減、⑥取扱機数増大

＊『航法精度』とは、航空機が経路に沿って飛行する際の航法の正確性を数値で示したもの。
例えば、“航法精度±5ﾏｲﾙ”(9km)とは、殆どの飛行時間において経路中心線から5ﾏｲﾙ以内となるもの。

航
空
路

タ
ー
ミ
ナ
ル

進
入

現 状

・RNAV経路とVOR経路を運用的に分離し、空域を再編

・RNAV経路の複線（一方通行）化を促進

・RNAV経路 ： ４９本
（航法精度の規定なし）

短 期（H17～19年度） 中 期（H20～24年度） 長 期（H25～30年度以降）
運航効率の向上 空域容量の増大 将来の方向性

VOR/DME

VOR/DME

併

設

複
線
化

（検討中）

VOR/DME

29,000フィート以上：RNAV経路

29,000フィート未満：VOR経路

運
用
的
に
分
離

VOR/DME経路

ＲＮＡＶ経路ＲＮＡＶ経路

凡例

・VOR経路 ：約５００本

・VOR経路とRNAV経路の併設
による交通集中の顕在化

⇒ 管制業務が複雑化

●交通量が増加するにつれ・・・

・現行RNAV経路を展開 ：合計約２００本を目標 （検討中）

※検討中のイメージ

49本

約200本（検討中）

●主要路線（羽田=新千歳、羽田=福岡等）は、
経路短縮したRNAV経路で複線化

スカイハイウェイ計画
（H19年度末～）

一方通行一方通行

更にRNAV経路では・・・

・新しいRNAV（航法精度±5ﾏｲﾙを満たす航空機
に限定）を導入し、経路間隔を短縮して経路数増加

短縮ルート
ﾈｯﾄﾜｰｸ構築

・更に高規格なRNAV（航法精度±2ﾏｲﾙを満た
す航空機に限定） を導入し、経路数増加を検討
・29,000フィート以上での義務化を目指す

・VOR経路 ：約１２０空港

・RNAV経路 ： ５空港
（航法精度の規定なし）

５空港
（評価中）

函館
大阪
福岡
高松
鹿児島

・新しいRNAV（航法精度±1ﾏｲﾙを満たす航空機に限定）を導入し、
効果がみられる空港から順次設定

・到着のみならず出発のRNAV経路も設定

・対象空港を拡大 ・主要空港でのRNAV義務化を目指す
・混雑空港における時間帯拡大も検討

（
非
精
密
）

・将来は、4D-RNAVへの移行を目指す

就航率向上
RNAV（GPS）進入方式

新千歳
函館
那覇

３空港

・RNAV進入方式 ： ３空港

●GPSを利用したRNAV
（航法精度の規定なし）

・現行RNAV進入方式の対象空港を拡大 順次展開

GPS等

・対象空港を拡大

一部空港

効果が顕著に
みられる空港

・新しいRNAV進入方式を導入し、就航率を向上

●GPSを利用し、
航法精度±0.3ﾏｲﾙ
を満たす航空機に
限定したRNAV

地上施設配置
による制約が
緩和され、
・進入ルート
・運航条件
が改善される

空
港
周
辺
エ
リ
ア

（
当
面
は
レ
ー
ダ
ー
空
港
）

・羽田空港発着等の主要路線から複々線（片側２車線）化を促進

実用化

評価運用中（到着経路）

●出発経路を
加えて

就航率向上
新しいRNAV進入方式 （イメージ）

順次展開

障害物標に
よる制約が
緩和され、
・進入ルート
・運航条件
が改善される

混雑空港の
処理機数
拡大の期待

空港

【到着経路】 【出発経路】

RNAV到着／出発経路（航法精度±1マイル）

VOR/DME VOR/DME

出発／到着
ルート短縮

出発経路
到着経路

（イメージ）

羽田の深夜RNAVルート
H21年度までに運用開始（目標）

出発経路
到着経路
出発経路
到着経路

（イメージ）

羽田の深夜RNAVルート
H21年度までに運用開始（目標）

深夜便
以外への
拡大検討

深夜便の騒音対策

※対象空港の考え方

・実運用上、航空機は
管制官のレーダー誘
導指示を受けて飛行

・RNAV経路は、交通
量等を考慮し、RNAV
運航が実施可能で
効果が高い空港から
順次設定

・混雑空港にも導入

順次展開

VOR/DME

滑走路

［進入部分］［ターミナル部分］

VOR/DME

［進入部分］

［ターミナル部分］

現行RNAV経路（航法精度規定なし）

複
線
化

スカイハイウェイの高規格化 （イメージ）

短期（～Ｈ１９年度） 長期（Ｈ２５～Ｈ３０年度以降）中期（Ｈ２０～Ｈ２４年度）

航法精度±５ﾏｲﾙのRNAV経路 航法精度±２ﾏｲﾙのRNAV経路

複
々
線
化

更
な
る
複
々
線
化

D空港
Ｃ空港

A空港

Ｂ空港

Ａ空港

Ｂ空港

D空港
Ｃ空港

D空港
Ｃ空港

Ａ空港

Ｂ空港

経路横間隔：20ﾏｲﾙ（約37km） 経路横間隔：10～15ﾏｲﾙ（約19～28km）程度 経路横間隔：8～10ﾏｲﾙ（約15～19km）程度

現行RNAV経路（航法精度規定なし）

複
線
化

スカイハイウェイの高規格化 （イメージ）

短期（～Ｈ１９年度） 長期（Ｈ２５～Ｈ３０年度以降）中期（Ｈ２０～Ｈ２４年度）

航法精度±５ﾏｲﾙのRNAV経路 航法精度±２ﾏｲﾙのRNAV経路

複
々
線
化

更
な
る
複
々
線
化

D空港
Ｃ空港

A空港

Ｂ空港

Ａ空港

Ｂ空港

D空港
Ｃ空港

D空港
Ｃ空港

Ａ空港

Ｂ空港

経路横間隔：20ﾏｲﾙ（約37km） 経路横間隔：10～15ﾏｲﾙ（約19～28km）程度 経路横間隔：8～10ﾏｲﾙ（約15～19km）程度

ルート数増加

滑走路

正対化

障害物標

滑走路

障害物標

進入時に必要な空域
（固定）

進入時に必要な空域
（柔軟）

RNAV(GPS)進入方式

設定自由度
増大

新しいRNAV進入方式
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39,000ft

38,000ft

31,000ft

30,000ft

29,000ft

41,000ft

40,000ft

32,000ft

28,000ft

27,000ft

39,000ft

38,000ft

30,000ft

29,000ft

41,000ft

40,000ft

32,000ft

28,000ft

・・・

短縮

2,000ft→1,000ft

有視界飛行方式による飛行
・目視で他の航空機との安全な間隔を保ちつつ飛行
・セスナ機、ヘリコプターなど

計器飛行方式による飛行

・・・

・管制官の指示等で他の航空機との安全な間隔を保ちつつ飛行
・旅客機など

導入前 導入後

垂直管制間隔短縮の導入による効果

○航空路の容量拡大

○運航効率の向上

○安全性の向上 （高度選択の幅が広がり、管制処理の
柔軟性が向上）

高精度の計器
等を備え、管制
官の指示に従っ
て航行

飛行禁止

飛行可能

31,000ft

27,000ft

（600m） （300m）

（燃費効率の良い高度で燃費削減）

（高高度空域の容量倍増）

空域・航空路の再編 垂直管制間隔短縮（ＲＶＳＭ）の導入

平成１７年９月２９日（ＵＴＣ）から国内空域に導入
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首都圏の空域

・横田空域は、民間航空機の飛行禁止空域ではなく、米軍側と協議の上、飛行経路の設定等が行われる空域。

現在でも、羽田発伊丹・関空行き等は、横田空域内を飛行。

・ただし、羽田発の中国・九州北部行き等は、東京湾上空で高度を13,000ｆｔ（4,000m）以上に上昇後、横田空域の
上空を19,000ft(5,800m)以上で飛行する必要があり、円滑な処理に影響を与えている。

首都圏の空域 横田空域の立体図

北
陸
・中
国
・北
九
州
方
面沖縄・南九州方面

大阪方面

1992年に返還された空域

高度 10,000フィート

横田空域を含む関東空域再編空域・航空路の再編
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現行経路

削減後経路イメージ

横田空域

西日本から羽田行き約２４０便／日

羽田

成田

成田行きの一部約４０便／日

羽田発西日本方面約１９０便／日

時間短縮効果 ： △約２５，０００時間
燃料削減効果 ： △約１２万１千キロリットル
ＣＯ２排出削減効果： △約２９万ｔＣＯ２

（羽田再拡張、成田滑走路延伸後の交通量が
それぞれ１．４倍、１．１倍に増加すると仮定した試算）

期待される経済効果

横田空域削減イメージ
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北太平洋では航空交通量が多く、既に現
在、混雑時を中心に、非効率的な航空路・
高度を航行せざるを得ない航空機が多数
発生しています。

今後も航空需要が増大するので、
管制間隔の短縮が喫緊の課題です

特定の航空路・高度に航空
機が集中し、混雑時は約半
数の航空機しか効率的な高
度を選択できない

約1700km

NIPPI

NANAC

北太平洋の航空路と我が国の担任空域

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

1993 1995 1997 1999 2001 2003 2005 2007 2009 2011

年

機
/
年

需要予測

実績値

最適経路の航行を可能とする容量（管制間隔4分の場合）

最適経路の航行を可能とする容量（管制間隔7分の場合）

最適経路の航行を可能とする容量（管制間隔10分又は15分の場合）

MTSAT新１号機運用

MTSAT２機体制

  需要予測の前提

    日本発着機　（空港整備部会予測）

　　　　　　　　２０００～２００７年：　４．２％

　　　　　　　　２００７～２０１２年：　４．８％

    上空通過機　（ICAO予測）

　　　　　　　　２０００～２００５年：　６．４％

　　　　　　　　２００５～２０１０年：　５．３％

　　　　　　　　２０１０～２０１５年：　５．１％

北太平洋ルートにおける航空交通量の予測と最適経路の航行を可
能とする航空交通容量

次世代航空保安システムの導入 ＭＴＳＡＴの整備
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衛星を活用した通信、航法、監視機能の強化により、
次第に、将来の交通増大に対応し安全で効率的な運航を確保。

（ＭＴＳＡＴ覆域図）

平成１７．２に新１号機を打ち上げ、

平成１７年度中に新２号機を打ち上げる予定

①通信機能：衛星データリンクによる管制
官とパイロットの直接通信

②航法機能：衛星による全地球的航法

③監視機能：自動的に航空機から伝送さ
れる位置情報により監視する
機能

ＭＴＳＡＴ：運輸多目的衛星

°

°

°

°160°160°°

MTSAT覆域図

°

°

°

°160°160°°

MTSAT覆域図

°

°

°

°160°160°°

MTSAT覆域図

【現行システム】 【衛星導入後】

ＨＦ通信（音声）

ＭＴＳＡＴ
（運輸多目的衛星）

ＧＰＳ

１．航空機の安全運航の確保を最優先としつつ、洋上空域における管制間隔の短縮を実現

２．地上の無線施設を利用した航法から、ＧＰＳ等の衛星を利用した航法への移行

洋上管制間隔

縦間隔

横間隔

導入前 導入後（１機体制）

１２０海里

５０海里

５０海里

５０海里

短縮

導入後（２機体制以降順次）

３０海里

３０海里

短縮

短縮

【現行システム】 【衛星導入後】

VOR/DME

方位・距離情報

方位・距離情報

慣性航法

VOR/DME
VOR/DME

 

方位・距離情報

GPS補強信号

航空衛星センター

GPS信号 GPS補強信号

特に、
・離島空港等の就航率改善
・地上無線施設の一部縮退
につながる。

次世代航空保安システムの導入 ＭＴＳＡＴ導入の効果
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航空情報センター（平成１９年４月予定）

世界的規模での新ＣＮＳ／ＡＴＭへの移行

品質保証された世界共通
のデジタル環境に対応し
た電子化情報が必要

いつでもどこでも利用で
きる環境整備が必要

○品質管理システム導入（ＩＳＯ９００１）

○航空情報の一元管理

○各国共通仕様によるデータ交換（Ｈ２０）

***  ESTIM ATED TRAFFIC GRPH (SECTOR)  * **

AREA :  T2 7 03 :51

TI ME :  03 5 0- 06 4 0

0 3 04 04 04 04 04 04 05 05 05 05 0 5 05 0 6 06 0 6 06 0 6 H H5 0 00 10 20 30 40 50 00 10 20 30 4 0 50 0 0 10 2 0 30 4 0 M M

■ SC HDU 0 0 0 0 0 0 o 1 1 1 2 2 2 3 3 6 7 7

■ PLA N 0 1 1 3 5 10 13 15 17 20 18 1 9 18 1 7 16 1 5 16 1 7

■ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

■ 2 8 28 28 27 27 26 24 22 21 19 19 1 7 14 1 2 10 8 7 7

TO TA L 2 8 29 29 30 32 36 37 38 39 40 39 3 8 34 3 2 29 2 9 30 3 1

C APA 3 7 37 37 37 37 37 37 37 37 37 37 3 7 37 3 7 37 3 7 37 3 7

0

10

20

30

40

50

***  ESTIMATED TRAFFIC GRPH (SECTOR)  ***

AREA :  T27 03 : 51

TI ME :  0350-0640

0 3 04 04 04 04 04 04 05 05 05 05 0 5 05 0 6 06 0 6 06 0 6 H H5 0 00 10 20 30 40 50 00 10 20 30 4 0 50 0 0 10 2 0 30 4 0 M M

■ SC HDU 0 0 0 0 0 0 o 1 1 1 2 2 2 3 3 6 7 7

■ PLA N 0 1 1 3 5 10 13 15 17 20 18 1 9 18 1 7 16 1 5 16 1 7

■ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

■ 2 8 28 28 27 27 26 24 22 21 19 19 1 7 14 1 2 10 8 7 7

TO TA L 2 8 29 29 30 32 36 37 38 39 40 39 3 8 34 3 2 29 2 9 30 3 1

C APA 3 7 37 37 37 37 37 37 37 37 37 37 3 7 37 3 7 37 3 7 37 3 7

0

10

20

30

40

50

NORTH AREA

EAST  AREA

WEST  AREA

SOUTH AREA

V LAD IVOS TOK  FI R

PY ONG YAN G F IR

TA RGU  FI R

TA IPEI  FI R

N07

N06

N 02

N 01
N 02

N0 1

F 05

F 03

F06
F07

F 01

F02

F 08

T1 6

T 31
T 32

T 19

T 11

T 09
T 10T24T22

T21
T26

T27

S2 1

T01

S01

T03
T 04

T 02

S02

S0 3

S0 4

T0 5

T29

T20

T08

N0 5

T1 2

T 17
T1 8

○航空情報のデータベース化（Ｈ２０）

CNS/ATM DB

ATMC/ACC 空港エアライン 外国当局

インターネット

RNAVルート 滑走路データ 進入出発ルート
スポットデータ ・・・・・・・

航空機へのアップリンク

障害物情報etc.(H23)

提供する情報の種類・形式等は段階的に実施

増加し続ける航空情報へ
の対応が必要

紙ベースから電子データへ

平成１７年１０月に航空情報センター準備室を設け
AISセンター発足のための準備作業を実施中

航空情報の高度化 航空情報センター
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連携の高度化

○次世代航空保安

システムの構築

○ ＡＴＭセンターの

整備

今後も増大する航空交通に対し、航空管制の高度化により、
安全を確保しつつ、効率的な運航、空の容量拡大を図ることが必要。

空域の調整

○ 空域の見直し
→ 混雑空域における空域の再編

○ 未使用軍用空域の民間機の使用

航空交通流
管理の高度化

○ 混雑空域の迂回
→ 航空会社に、地上待機か混雑空域の迂回の選択

を可能にする

○ 出発制御時刻の交換
→ 航空会社の意向を反映した出発制御時刻の交換

を可能にする

管制の高度化

○ 航空路の再編(ＲＮＡＶ)
→ 従来よりも距離の短い直線的な航空路へ再編

○ 国内ＲＶＳＭの導入
→ 垂直間隔を短縮

○ 運輸多目的衛星(ＭＴＳＡＴ)の導入
→ 洋上管制間隔を短縮

○ 遅延時間の短縮

○ 容量拡大

○ 経路短縮

○ 飛行時間の縮減

○ 運航計画の効率化

○ 安全の向上

○ 効率の向上

○ 環境の改善

○ 利用者の利便性向上

航空管制の高度化による効果
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平成１７年

４月２９日 ：羽田空港において、滑走路閉鎖中、管制官が誤って着陸許可を発出し、閉鎖中の滑走路に航空機が着陸。

８月１６日 ：新潟空港において、飛行計画の承認について、離陸前に管制官とパイロットの間で授受が行われるべきところ、

離陸後に実施。

９月１７日 ：松山空港において、タッチアンドゴー(連続離着陸)に係る管制許可の授受が管制官とパイロットの間で未実施。
９月２３日 ：宮崎空港において、飛行計画の承認について、離陸前に管制官とパイロットの間で授受が行われるべきところ、

未実施。

１１月２日 ：大阪国際空港において、到着機に対して管制官から着陸許可が発出されず、当該機が着陸復行（着陸のやり

直し）を実施。

航空管制ミスの発生状況

再発防止策

羽田空港の閉鎖滑走路着陸事案を踏まえ、ダブルチェック体制による航空情報伝達、滑走
路閉鎖時における空港事務所内の情報共有体制の構築、トラブル発生時の連絡網の策定等
の再発防止策をとった。

８月以降も不具合事案が連続して発生したことを踏まえ、発生する個々の事例にとらわれず、
管制官の思い込みによるうっかりミスを防ぐための体制を確立することを目的として、１０月に
全国３７の管制機関に対して管制業務監査を実施。監査結果を踏まえ、今後の安全対策をと
りまとめる。

管制手続きに関する一連のミス


